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信 託 受 益 権 販 売 業 者 営 業 保 証 金 取 戻 し 公 告

投 資 顧 問 業 者 営 業 保 証 金 規 則 及 び 信 託 受 益 権 販

売 業 者 営 業 保 証 金 規 則 の 廃 止 等 に 関 す る 命 令 （ 平

成 十 九 年 内 閣 府 ・ 法 務 省 令 第 五 号 ） 第 二 条 第 一 項

の 規 定 に よ り 次 の よ う に 公 告 し ま す 。

一 、 供 託 者 の 商 号 ヨ シ コ ン 株 式 会 社

二 、 所 在 地 静 岡 県 静 岡 市 葵 区 常 磐 町 二 丁 目 四 番

地 の 二 五

三 、 代 表 者 の 氏 名 吉 田 立 志

四 、 取 戻 し を し よ う と す る 営 業 保 証 金 の 額

金 一 〇 、 〇 〇 〇 、 〇 〇 〇 円

五 、 右 の 者 （ 登 録 番 号 東 海 財 務 局 長 （ 売 信 ） 第 八

十 九 号 ） の 営 業 保 証 金 に つ き 証 券 取 引 法 等 の 一

部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 十 八 年 法 律 第 六 十 五 号 ）

附 則 第 二 百 三 条 第 四 項 の 権 利 を 有 し て い た 者

は 、 平 成 二 十 二 年 三 月 三 十 一 日 ま で に 投 資 顧 問

業 者 営 業 保 証 金 規 則 及 び 信 託 受 益 権 販 売 業 者 営

業 保 証 金 規 則 の 廃 止 等 に 関 す る 命 令 別 紙 様 式 第

一 号 に よ る 申 出 書 に 権 利 を 有 す る こ と を 証 す る

書 面 を 添 え て 東 海 財 務 局 理 財 部 金 融 監 督 第 三 課

に 提 出 し て 下 さ い 。

六 、 前 項 の 申 出 書 の 提 出 が な い と き は 、 配 当 手 続

か ら 除 斥 さ れ ま す 。

平 成 二 十 一 年 九 月 十 六 日

静 岡 県 静 岡 市 葵 区 常 磐 町 二 丁 目 四 番 地 の 二 五

ヨ シ コ ン 株 式 会 社

代 表 取 締 役 吉 田 立 志

公 示 送 達

大 津 湖 南 都 市 計 画 事 業 野 路 西 部 土 地 区 画 整 理 事

業 に お い て 、 左 記 の 者 に 対 す る 土 地 区 画 整 理 法 （ 昭

和 二 十 九 年 法 律 第 百 十 九 号 ） 第 百 三 条 第 一 項 の 規

定 に よ る 換 地 処 分 通 知 は 、 送 付 を 受 け る べ き 者 が

受 領 を 拒 ん だ の で 、 同 法 第 百 三 十 三 条 第 一 項 の 規

定 に よ り 、 書 類 の 送 付 に か え て 通 知 の 内 容 を 次 の

と お り 公 告 し ま す 。

記

一 、 書 類 の 送 付 を 受 け る べ き 者 の 住 所 及 び 氏 名

神 戸 市 中 央 区 中 山 手 通 三 丁 目 一 一 番 一 〇 e 一

〇 〇 二 号

有 限 会 社 ク リ ス タ ル ベ ル

代 表 取 締 役 西 尾 眞 樹 子

二 、 通 知 の 内 容

滋 賀 県 草 津 市 野 路 町 字 片 原 六 五 三 番 五

の 土 地 に 係 る 換 地 処 分 通 知 （ 換 地 明 細 書 、 各 筆

各 権 利 別 清 算 金 明 細 書 、 換 地 図 ）

な お 、 換 地 処 分 通 知 書 は 、 滋 賀 県 草 津 市 野 路 町

四 八 一 番 地 一 所 在 の 草 津 市 野 路 西 部 土 地 区 画 整 理

組 合 掲 示 場 に 掲 示 し て あ り ま す 。

平 成 二 十 一 年 九 月 十 六 日

滋 賀 県 草 津 市 野 路 町 四 八 一 番 地 一

草 津 市 野 路 西 部 土 地 区 画 整 理 組 合

理 事 長 石 本 巖

無 縁 墳 墓 等 改 葬 公 告

当 寺 院 墓 地 の 整 理 改 葬 事 業 の た め に 無 縁 墳 墓 等

に つ い て 改 葬 す る こ と と な り ま し た の で 、 墓 地 使

用 者 等 、 死 亡 者 の 縁 故 者 及 び 無 縁 墳 墓 等 に 関 す る

権 利 を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 一 年 以

内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 期 日 ま で に お 申 し 出 の な い 場 合 は 、 無 縁

仏 と し て 改 葬 す る こ と に な り ま す の で ご 承 知 く だ

さ い 。
平 成 二 十 一 年 九 月 十 六 日

一 墳 墓 等 所 在 地 東 京 都 台 東 区 谷 中 三 丁 目 一 番

二 号

一 墳 墓 等 の 名 称 大 円 寺 境 内 墓 地

一 死 亡 者 の 本 籍 及 び 氏 名 不 詳

一 改 葬 を 行 お う と す る 者 東 京 都 台 東 区 谷 中 三

丁 目 一 番 二 号 大 円 寺 住 職 豊 田 昌 樹

{株式会社ワイ・ケーコーポレーション |福島県知事\2829 }代表取締役 福地義久 ~福島県
会津若松市駅前町８番18号 �1000万円 �福島県知事 ‚福島県会津若松市駅前町８番18号 株式
会社ワイ・ケーコーポレーション 代表取締役 福地義久

{イオンモール株式会社 |国土交通大臣\7682 }代表取締役 村上教行 ~千葉県千葉市美浜区
中瀬一丁目５番地１ 廃止した従たる事務所 東京都江東区枝川一丁目９番４号 �500万円 �関
東地方整備局長 ‚千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ イオンモール株式会社 代表取締役
村上教行

{三菱地所リアルエステートサービス株式会社 |国土交通大臣Ĉ1512 }代表取締役 柴垣譲 ~

東京都千代田区大手町二丁目２番１号、廃止した従たる事務所 東京都武蔵野市吉祥寺本町一丁目15

番２号 吉祥寺営業所 �500万円 �関東地方整備局長 ‚東京都千代田区大手町二丁目２番１号
三菱地所リアルエステートサービス株式会社 代表取締役 柴垣譲

{株式会社ミニミニ城東 |国土交通大臣]6271 }代表取締役 村田賢治 ~東京都中央区八重洲
一丁目９番13号 廃止した従たる事務所 千葉県千葉市稲毛区小仲台二丁目７番12号 �500万円
�関東地方整備局長 ‚東京都中央区八重洲一丁目９番13号 株式会社ミニミニ城東 代表取締役
村田賢治

{株式会社中央コーポレーション |国土交通大臣\7188 }代表取締役 植野晃年 ~愛知県名古
屋市中区栄二丁目５番１号 廃止した従たる事務所 大阪府大阪市中央区今橋二丁目５番８号 �

500万円 �中部地方整備局長 ‚愛知県名古屋市中区栄二丁目５番１号 株式会社中央コーポレー
ション 代表取締役 植野晃年

{森田好治事務所 |京都府知事\12607 }森田好治 ~京都府綴喜郡宇治田原町大字立川小字平
岡65`１ �利付国庫債券1000万円 �京都府知事 ‚京都府綴喜郡宇治田原町大字立川小字野田７
森田好治

{有限会社エバー |大阪府知事\49854 }|取締役 福田久美子 ˆ代表取締役 福田久美子
~|大阪府大阪市東成区大今里南１丁目22番17号ＴＴＭビル402号 ˆ大阪府大阪市東成区東小橋３
丁目14番１号 �1000万円 �大阪府知事 ‚大阪府大阪市東成区東小橋３丁目14番１号 有限会社
エバー 代表取締役 福田久美子
宅地建物取引業保証協会弁済業務保証金取りもどし公告
宅地建物取引業法第64条の11第４項の規定により次のとおり公告します。
社団法人不動産保証協会（以下「保証協会」という。）の社員である下記の者と、宅地建物の取引を
行ったことにより生じた債権につき、宅地建物取引業法第64条の８第１項の規定に基づき、弁済の権
利を有する者は、本公告掲載の翌日から６箇月以内に同法施行規則第26条の５第１項に規定する認証
申出書３通を保証協会に提出して下さい。なお、認証申出書の提出がないときは、下記の者に係る弁
済業務保証金分担金は同人に返還されます。
平成 21年９月 16日 東京都千代田区紀尾井町３番30号

社団法人不動産保証協会
記

年 度
番 号

商号又は
名 称

免 許 証
番 号

(代表者
の)氏名

主たる事務所
の所在地

営業保証金
相当額

平21不保828 株式会社佐藤
建設

北海道知事
石狩d3242

代表取締役
佐藤壽治

北海道石狩市花川南２
条２`280

1000万円

平21不保829 アライヴ 北海道知事
渡島]1023

樋口憲行 北海道函館市富岡町
２`46`10

〃

平21不保830 株式会社アプ
ト

岩手県知事
\2350

代表取締役
佐々木正彦

岩手県盛岡市津志田町
２`16`１

〃

平21不保831 株式会社ドル
チェ

群馬県知事
\6735

代表取締役
藤生朋子

群馬県桐生市浜松町
２`３`39

〃

平21不保832 株式会社昭栄
舎

埼玉県知事
\20423

代表取締役
鈴木聡

埼玉県越谷市蒲生寿町
５`14

〃

宅地建物取引業者営業保証金取りもどし公告
宅地建物取引業法第30条及び宅地建物取引業者営業保証金規則第８条の規定により次のとおり公告
します。
下記の者に係る営業保証金につき宅地建物取引業法第27条第１項の権利を有する者は、本公告掲載
の翌日から６箇月以内にその債権の額、債権発生の原因たる事実並びに住所氏名又は名称を記載した
申出書２通を下記提出先に提出して下さい。前記の申出書の提出がないときは、下記の者に係る営業
保証金は同人に返還されます。
平成 21年９月 16日

記
［掲載順序］
{商号又は名称 |免許証番号 }（代表者の）氏名 ~事務所の所在地 �営業保証金の額 �申
出書提出先 ‚掲載者住所、商号又は名称及び氏名
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